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こんな電話は詐欺！★ 息子や孫を装い「トラブル解決にお金が必要」などと電話をかけてきた犯人に 自宅や指定の場所でお金をだまし取られる被害が多発 ★ 不審な電話は迷わず110番！

※最終の予算の補正では、工事費などの実績に応
じて総額26億4,303万円を減額しました。

◎29年度に予算を補正した主な事業予算の概要
　平成29年度当初予算に補正予算を加えた最終

予算は、7回（下半期4回）の補正を行った結果、

1,445億4,800万円でした（右図）。主な補正予算

の内容は右表のとおりです。

収入・支出の状況
　30年3月末現在、最終予算に28年度から繰り

越した事業費18億800万円を加えた予算現額

1,463億5,600万円に対し、収入済額（歳入）は

1,373億4,600万円（収入率93.8％）、支出済額（歳出）

は1,212億300万円（執行率82.8％）です（下図）。

補正事業 補正予算額

保育士等キャリアアップ補助事業 2億489万円

衆議院議員選挙及び最高裁判所
裁判官国民審査の執行に要する
経費

1億7,322万円

スポーツ施設整備基金積立金 1億7,000万円

障害者への自立支援給付等 6,975万円

新宿中央公園の整備 4,041万円

学用品費給与等 3,534万円

道路や公園、
都市計画など

土木費

区民施設運営、
地域振興など

地域振興費

72億4,900万円

66億700万円（91.1％）

特別区債と基金

現在高
（30年3月末現在）

204億1,000万円

★住民税減税補てん債とは、税

制改正に伴う地方公共団体の

減収額を埋めるために発行し

た地方債のことです。

一般会計

　施設の建設や用地の取得等に多額の資金を必要とする場合、特別区債を発行して資金を借り入れ、財源を

補充します。30年3月末では、発行額331億9,800万円、償還済額127億8,800万円で、現在高は204億1,000万

円です（左下図）。また、区の貯金に当たる基金の30年3月末の現在高は427億5,700万円です（右下表）。

歳歳入入 歳歳出出

住民税減税
補てん債（★）

18億円（8.8％）

教育債

学校建物整備など
50億900万円（24.6％）

総務債　

防災施設・庁舎整備など

25億9,400万円（12.7％）

福祉債　福祉施設建設など
14億2,600万円（7.0％）

土木債

道路・公園整備など
62億6,400万円（30.7％）

基金の種類 現在高

財政調整基金
（年度間の財源の調整を図るための基金）

251億1,400万円

減債基金
（特別区債の償還に必要な財源を確保するための基金）

54億6,700万円

社会資本等整備基金
（公共施設等を整備するための基金）

42億2,200万円

義務教育施設整備等次世代育成環境整備基金
（小・中学校などの教育関連施設及び保育所などの
子育て関連施設を整備するための基金）

39億7,500万円

その他特定目的基金（公園やスポーツ施設の整備、
地場産業の振興など特定の目的のための基金）

39億7,900万円

合　計 427億5,700万円

※基金現在高は30年3月末時点での現金等の保有額です。5月末まで
　の収入と支出を整理する出納整理期間中の積み立てや取り崩しは
　反映していません。

◎区の予算は一般会計と特別会計があります。一般会計では、特別会計（国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療）以外の

　区政に必要なあらゆる収入と支出を扱います。

◎歳入・歳出予算は、1つの会計年度内の収入と支出の見積もりです。収入済額・支出済額は実際の収入と支出の額です。

◎収入・支出済額の内訳

◎特別区債の現在高 ◎基金の現在高

予算現額

収入済額

支出済額

（　）内は収入率
または執行率

収入済額1,373億4,600万円（収入率93.8％） 支出済額1,212億300万円（執行率82.8％）

区民税・たばこ税など

特別区税

443344億億44,,770000万万円円（（9944..33％％））

460億5,800万円

高齢者の福祉や
生活保護など

福祉費 434億8,900万円

339955億億99,,990000万万円円（（9911..11％％））

292億2,700万円

227722億億77,,880000万万円円（（9933..33％％）） 国からの補助金など

国庫支出金

119億8,900万円

124億6,000万円（103.9％）

都支出金
東京都からの
補助金など

111億5,000万円

92億100万円（82.5％）

地方消費税の
区への配分額

地方消費税交付金

基金の繰入金

繰入金

40億500万円

38億9,000万円（97.1％）

38億5,100万円

38億5,100万円（100.0％）

施設の使用料など

使用料及び手数料

95億6,000万円

89億5,600万円（93.7％） 地方譲与税など

その他

児童の福祉など

子ども家庭費 283億6,700万円

健康費 151億4,300万円

125億1,900万円（82.7％）健康診断など

129億1,300万円
全般的管理事務や
防災、選挙など

総務費

113億4,700万円

76億6,100万円（67.5％）

101億6,400万円

89億7,900万円（88.3％）

商工振興など

その他 113億4,400万円

65億6,400万円（57.9％）

都区財政調整による
交付金

特別区交付金
262億1,400万円

228811億億66,,770000万万円円（（110077..44％％））

9,600万円（2.2％）

前年度からの繰越金
繰越金

43億200万円

224477億億円円（（8877..11％％））

教育費
小・中学校、
図書館など

環境保護、清掃・
リサイクルなど

環境清掃費

63億4,000万円

56億9,900万円（89.9％）

◎一般会計の流れ�

29年度当初予算1,445億8,600万円

補正（※）（上半期3回･下半期4回）

▲3,800万円

29年度最終予算　1,445億4,800万円

子ども家庭債

子ども家庭施設建設など
14億1,100万円（6.9％）

健康債等　健康推進施設建設など

19億600万円（9.3％）

財財財政政政運運運営営営状状状況況況

2299年年度度予予算算現現額額11,,446633億億55,,660000万万円円

18億800万円

28年度からの
繰越事業費

　区では、毎年6月と12月の2回、歳入・歳出予算の補正や執行状況などを

公表し、財政面から区政運営の状況を区民の皆さんにお知らせしていま

す。今回は、29年度に予算を補正して取り組んだ事業と、30年3月末現在

の財政状況の概要をお知らせします。

　なお、区財政の収支は、5月末までを収入と支出を整理する期間としてい

ます。29年度決算の概要は、10月末にお知らせします。

【問合せ】財政課（本庁舎3階）（5273）4049・（3209）1178へ。

29年度 下半期

88億7,500万円（68.7％）

良質な区民サービス提供に大きな影響を与える懸念があります

　国は、地方税である法人住民税の一部を国税化し、消費税率10％段階において、

これをさらに拡大する法改正をしています。地方消費税清算基準の見直しやふ

るさと納税制度による減収も含めると、特別区全体の減収額は、現時点で1,300

億円を超えており、消費税率10％段階では2,000億円（人口50万人程度の特別区

の財政規模に相当）に迫る規模になると試算されています。

　新宿区への影響額は、現時点で約50億円、消費税率10％段階においては約74億円

の減収になると試算しています。こうした不合理な税制改正は、新宿区の財政基盤を

揺るがし、良質な区民サービスの提供にも大きな影響を与えることが懸念されます。

特別区は大都市特有の膨大な行政需要を抱えています

　特別区は、超高齢化への対応、子育て支援策や社会インフラ老朽化対策など大

都市特有の膨大な行政需要を抱えており、将来的な課題が山積しています。また、

地方交付税交付金の不交付団体であることから、経済危機等により地方税等が大

幅に減収する場合や大規模災害が起きた際にも交付金等に頼らず自らの財源で

対応する必要があります。税収の多寡や備えとしての基金にのみ焦点を当てて、

あたかも財源に余裕があるとする議論は容認できません。

地域間の税収格差の是正は地方交付税で調整されるべきです

　特別区は、こうした国による不合理な税制改正に対して、23区共同の声明を発

表するとともに、全国の自治体がともに発展・成長しながら共存共栄を図ること

を目的とした「特別区全国連携プロジェクト」などを通して、全国各地域の活性

化、まちの元気を生み出す取り組みを展開していきます。

国国国ににによよよるるる不不不合合合理理理ななな税税税制制制改改改正正正ご存じですかご存じですか
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